
■2010年度 産業廃棄物処理フロー
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化学物質の適正管理  

■化学物質の排出・移動量
改正PRTR法に対応して2010年度より新しい該当物質
のデータ収集をおこないました。
また、2010年度から排出量の算出方法を、従来よりも現

■PCB廃棄物の管理
荒川化学グループでは、トランスなどの電気機器を「廃
棄物処理法」に従って適正に保管・管理しています。また、
「PCB処理特別措置法」に基づくPCB廃棄物の処理計画に
沿って、適切に処理を進めていきます。

■環境に関わる事故
荒川化学グループでは、2010年度も環境保全活動を強
力に推し進めた結果、環境に関わる事故は発生しませんで
した。また、環境関連の訴訟や環境関連法規制による処罰
等もありませんでした。2011年度も環境関連の法律・条例
などを遵守するとともに、環境保全活動をさらに徹底し、事
故ゼロを目指していきます。

■グリーン規定※に基づく化学物質管理
荒川化学では、環境負荷を最小化し地球にやさしい企業
活動を実現するため、化学物質管理基準を運用し、購入か

●今後の対応
・今回改善した算出方法で、継続して排出量を監視して
いき、環境対応設備の新設などにより環境への排出を
減らしていくよう努力を続けます。

環境保全活動

グリーン規定に従い化学物質を適正に
管理していきます。

状を反映しやすい方法に改善しました。
2010年度の目標は、2007年度比で排出量、移動量とも
3%削減でしたが、排出量は48%減少、移動量は42%減少
と目標を大きく上回りました。排出量の減少は算出方法の
改善も要因です。
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■荒川化学グループ ＰＲＴＲ対象物質の排出・移動量（主要１２物質）

PRTR対象物質 号番号 2008年度        2009年度         2010年度       2008年度         2009年度     2010年度
排出量                       移動量

単位：kg（ただし、ダイオキシン類のみmg-TEQ)

※ その他：ノルマル-ヘキサン、  ４-ターシャリ-ブチルフェノール★、  酢酸ビニル、アルファ-メチルスチレン★、亜鉛の水溶性化合物など
★ 法改正による追加物質
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ら廃棄まで企業活動の各場面での管理をより確実なもの
にしています。

新たに開発した製品の初回製造
前に「製品評価リスト」を作成し、新
製品の法規制の確認や危険有害性
の評価を実施しています。新製品の
設計段階から、原材料などについて
有害物質の含有も把握し、MSDS
（P.20参照）などによりお客様に製
品の危険有害性情報を提供してい
ます。
今後も地球環境に優しいグリー

ンな製品の開発に努めていきます。

新製品の化学物質管理を徹底しています。

VOICE

化成品事業部
研究開発部
三宅 一紀

富士工場 
事務課業務係
谷口 信宏

富士工場では埋立処分
で排出していた廃棄物を、
2010年度からできる限り
リサイクルに回すように社
外の処理業者の選定やリ
サイクル方法を検討しまし
た。富士工場で排出される
廃棄物は、廃水処理場から
出される脱水汚泥、製造工
程より出されたろ過残さ、
廃燃プラントより出される焼却灰及びばいじんに
分類されます。このうち、脱水汚泥が富士工場の廃
棄物全体の9割以上を占め、社外で焼却燃料化す
ることで2010年度の埋立排出量は3割減となりま
した。
現在は最終埋立率の目標値2012年度1%以下

と、ゼロエミッションを目指し取り組んでいますが、
当工場において廃プラスチックの混載と呼んでい
る、はっきりと分別ができない使用済みのホースや
GAF(布袋でろ過)などのろ過フィルター、その他
細々としたものの分別や、分別するための保管ス
ペースの確保など様々な課題について今後も検討
を重ねていきます。

富士工場での廃棄物削減への取り組み

VOICE

※グリーン規定についてはP.8をご参照ください

産業廃棄物の有効利用を進めましたが、
最終埋立率2%以下の目標は若干の未達でした。

産業廃棄物の削減 

2010年度は、廃溶剤などの有効利用に取り組み2,719t
を有価物として売却しました。
富士工場では脱水汚泥と焼却灰について燃料やセメント

などへのリサイクルにより最終埋立量を38%減量する成
果を上げました。
これらの対策実施の結果、最終埋立量は2009年度比
20%減の302tとなりました。最終埋立率※は2.7%から
2.2%に減少も、2010年度の目標(2%以下)には若干未達
でした。
※最終埋立率=(最終埋立量/社内発生量)×100(%)

土壌汚染の自主検査を適切に実施し、
現状把握に努めています。

土壌汚染対策 

荒川化学グループの工場では、「土壌汚染対策法」で規
定する特定有害物質を使用しています。
土壌を掘削し場外へ排出する工事をおこなう場合は土
壌サンプルを採取し、特定有害物質や油分の含有、pHなど
の分析をおこない、土壌汚染が発見された時には対策を実
施します。2010年度は土壌汚染対策法に関わる形質変
更、売却などの事例は発生しませんでした。
2010年4月に改正土壌汚染対策法が施行されました
が、適正な対応をおこなっています。

●今後の取り組み
・リサイクル利用や焼却処理を推進し、最終埋立率の目
標を2011年度は1%以下として取り組んでいきます。
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■産業廃棄物の推移
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焼却
2,152t

社外利用
3,279t

最終埋立 302t
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